
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８９

若手研究(B)

2014～2012

共通語としての英語の会話分析に基づくコミュニケーション能力モデルの提案と教育提言

A Conversation Analytic Investigation of English as a Lingua Franca Communication: 
A Suggestion for the Model of Communicative Capability and Pedagogical Implications

８０５８０７０３研究者番号：

小中原　麻友（Konakahara, Mayu）

早稲田大学・教育・総合科学学術院・その他

研究期間：

２４７２０２７３

平成 年 月 日現在２７   ９ １８

円     1,600,000

研究成果の概要（和文）：「共通語」としての英語での実際のコミュニケーションを、英国の大学で学ぶ留学生同士の
会話を例に、その相互作用の過程を詳細に分析した結果、会話者らが相手のフェイス（面子）を脅かしかねない言語行
為時においても、多様な言語・非言語的手段を駆使して効果的に相互理解と人間関係の維持・構築を達成している過程
が明らかになった。これに基づき、コミュニケーション能力を批判的に検討し、今後の英語教育への提案を行った。

研究成果の概要（英文）：The present research investigated how users of English as a lingua franca (ELF) 
from diverse lingua-cultural backgrounds achieve mutual understanding and develop interpersonal 
relationships while communicating in English, using a conversation analytic approach and pragmatic 
theories of communication. It examined audio- and video-recorded ELF casual communication of 
international students studying at British universities. Given the paucity of research into competitive 
aspects of ELF interactions, this research particularly focused on the interactional management of 
face-threatening acts naturally occurred in the data. It has been found that ELF users are 
communicatively capable of adjusting the use of various verbal and nonverbal resources according to 
communicative needs at hand even at the face-threatening moments in interactions. Based on the findings, 
the notion of communicative competence was reconsidered, and a suggestion for English language teaching 
was provided.

研究分野： 語用論
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１．研究開始当初の背景 
 グローバル化と共に国際的なコミュニケ
ーションの場で、多様な言語・文化的背景を
持つ者同士で「共通語」として英語を使用す
る機会が益々増えている。しかし、このよう
な現実とは裏腹に、日本を含む各国の英語教
育は、依然として、いわゆる英語母語話者の
「英語」、及びそのコミュニケーションを規
範として行われる傾向にある。世界の英語
(World Englishes)の研究分野で報告されて
いる (e.g., Kirkpatrick, 2007)、自らの国
や地域の社会・文化的側面を反映したアクセ
ントや言語使用は、「誤り」として捉えられ、
実際にはその定義が非常に困難であるにも
関わらず、英語母語話者の「英語」（例：ア
メリカ英語やイギリス英語）のみが「正当な
英語」として認識されている。これは、英語
使用の現実と大幅にかけ離れているだけで
なく、英語使用者の 80%を占める英語非母語
話者(Crystal, 2003)のアイデンティティに
対する配慮に欠けている。急激なグローバル
化に対応した英語教育を行うには、英語使用
の実態を正確に把握し、グローバル社会に求
められる「コミュニケーション能力」につい
て批判的に検討することが急務である。 
 一方、共通語としての英語(English as a 
lingua franca, 以下 ELF)の研究分野、特に
語用論の記述研究では、高等教育やビジネス
の現場、私的な場での実際の ELF のコミュニ
ケーションの録音調査が進んでいる。その結
果、その言語形式が「非標準的」であるにも
関わらず、ELF のコミュニケーションが成功
裏に達成されているその過程が徐々に明ら
かにされてきた(Firth, 1996; House, 2002; 
Meierkord, 2000 等)。しかし、ELF のコミュ
ニケーションの実態を正確に把握するには、
より多くの調査が必須である。また、ELF 使
用者のアイデンティティに関する調査が、主
に音声的特徴のレベルで実施されており
(Jenkins, 2007)、談話・語用論的特徴のレ
ベルではまだ十分に調査されていないこと
を考慮すると、この点についても調査をする
必要がある。 
  
２．研究の目的 
 上述のような社会的背景を受け、本研究で
は、グローバル化と共に益々増加傾向にある
ELF のコミュニケーションを、(1)その談話・
語用論的特徴、及び(2)会話の中での ELF 使
用者のアイデンティティの交渉・形成過程の
２つの側面に焦点を当てて調査することに
より、ELF の正当性（legitimacy）を検証し、
また、その調査結果に基づき、ELF のコミュ
ニケーションで求められる英語の「コミュニ
ケーション能力」について批判的に検討する
ことを目指す。更には、今後の英語教育に本
研究の成果を取り入れる方法についても、そ
の可能性を探ることを目指す。 
 但し、研究を進めて行く過程で、本研究の
目的を達成するには、(1)の談話・語用論的

側面をより正確に把握する優先度が高いと
判断し、(2)については今後の研究課題とす
ることとした。よって、結果として、(1)の
側面を精査することにより、当初の研究目的
を達成することを目指した。 
 
３．研究の方法 
 上述の目的達成のために、本研究では、ELF
の使用が顕著である英国の大学で学ぶ留学
生同士の実際の会話を収録・分析した。談
話・語用論的特徴として、特に、会話データ
中に自然発生した３種類の「フェイス」（顔、
面目あるいは面子）を脅かす恐れのある言語
行為(face-threatening acts, 以下 FTAs)、
すなわち、(1)対話者との発言と重複しつつ
相手から発言権を取る発話の重なり、(2)相
手の発言に非同意を示す行為、そして、(3)
対話者以外の第三者に対しての不平不満を
述べるやり取りに焦点を当て（理由について
は後述）、相互作用の中でそれら FTAs がどの
ように行われているかの詳細な質的分析を
行った。分析には、会話分析的手法(Sacks, 
Schegloff, & Jefferson, 1974)、及び語用
論的視点からのコミュニケーション理論
(Brown & Levinson, 1987; Grice, 1975)を
用い、言語・非言語的手段が ELF のコミュニ
ケーションでどのように使用され、かつどの
ような機能を果たしているかについて詳細
に検討した。 
 研究開始当初、会話データの収集方法とし
て、英語を ELF として使用する日本にいる大
学生、及びビジネスピープルを対象としたフ
ォーカス・グループ・ディスカッションの形
式を採用することを検討していた。しかし、
実施に当たり、日本において日本人以外の
ELF 使用者を被験者として確保することが困
難であったこと、また、これに関連して、日
本において日本人同士が「英語」を共通語と
して意思疎通を図るのが不自然であるとい
う問題点が浮上した。これらを受け、録音調
査の実施場所をELFの使用が顕著である英国
の大学に、被験者を様々な言語・文化的背景
出身の留学生に修正した。また、予備的調査
でフォーカス・グループ・ディスカッション
の形式を採用してデータ収集・分析を行った
結果、ELF のコミュニケーションの実態をよ
り正確に把握するには、「ディスカッション」
という特殊な状況下での会話ではなく、ELF
使用者の「普段の会話」を調査する必要があ
ることが明らかになった。これに伴い、デー
タ収集方法を、(a)調査がなくても自然に発
生したと思われる普段の会話、あるいは(b)
トピックを予め決めず自由に話して貰う自
由会話形式を採用した会話に切り替えた。２
つの選択肢を用意したのは、(a)の収録の可
能性を探ると同時に、データ収集率を上げる
ためであった。(a),(b)の選択は被験者に委
ねたが、多くの被験者が(b)を選択した。 
 次に、会話データの収集手順等について詳
述する。データ収集は、4 つの英国の大学で



実施し、英語を母語としない留学生を対象と
した。筆者の知人、及びその友人らの協力を
得て、最終的に、日本を含む 14 の異なる言
語・文化的背景出身の留学生 30 名が、被験
者として会話データ収録に参加した。データ
収集方法としては、前述の通り、多くの被験
者が自由会話形式での会話の収録を選択し、
本調査のために、2〜4 名の友人同士で集まっ
て自由に話をしたり、一緒に昼食を取ったり
した。収録には、ボイスレコーダー（２つ）
とビデオカメラ（１台）を使用し、被験者へ
の負担を軽減するために、それら機材の操作
は筆者が行った(ten Have, 2007)。合計 10
セットの友人同士の会話を録音・録画（但し、
そのうち2セットは被験者の申出により録音
のみ）収録した。各会話は、30〜50 分程度で
あり、合計 7時間 25分のデータを収集した。
被験者の言語・文化的背景や英語使用に関す
る経験を調査するアンケートも補足的に実
施したが、これらは主に会話データの取りま
とめに使用した。 
 次に、会話データの分析方法について詳述
する。収録した会話データは、その 95％を、
会話分析的手法を用いて文字に起こした
(Hepburn & Bolden, 2013)。文字起こしを迅
速に進めるため、会話分析的手法を用いた文
字起こしのサービスを提供する英国の業者
にも一部依頼したが、文字起こししたもの
（トランスクリプト）は全て、録音・録画デ
ータを繰り返し聞きながら筆者が確認し、文
字起こしには細心の注意を払った。 
 また、会話データのより多面・多角的分析
をするため、会話分析的手法の他にも、談話
分析的手法等、他の分析手法を一部取り入れ
ることを検討した。しかし、最終的には、会
話データの大部分を、社会学のエスノメソド
ロジー(Garfinkel, 1967)を起源とする会話
分析的手法を用いて分析した。これは、言語
使用者が「意味創出の為に言語の知識を資源
として使用」かつ「解釈」する能力である「コ
ミュニケーション能力」(Widdowson, 1983, p. 
25)の定義とも一貫性があり、最も適した分
析方法であると言える。 
 また、データ分析を進める過程で、発話の
重なりや声の調子、強調や間等の言葉による
行動だけでなく、視線行動(e.g., Goodwin, 
1979) やジェスチャー（ McNeill, 1997; 
Schegloff, 1984）、表情や姿勢(Heath, 1986) 
等の言葉によらない行動も相互作用上の意
味交渉過程において重要な役割を果たして
いることが確認された。これに伴い、非言語
的手段についても、分析対象である言語現象
に密接に関連しているものに限って、綿密な
質的分析を行い、本調査研究の信頼性と妥当
性の向上を図った。 
 更には、コミュニケーションが社会的行為
であり、対話者に情報を伝えて相互理解を図
る「情報伝達機能」と対話者に社会的関係と
個人的な考え等を伝えて人間関係を構築・維
持する「相互作用的機能」を持つことに基づ

き(Brown & Yule, 1983)、語用論的視点から
のコミュニケーション理論、特に、グライス
の協調の原理(Grice, 1975)とブラウンとレ
ビンソンのポライトネス理論(Brown & 
Levinson, 1987)も取り入れ、考察の深化を
図った。 
 以上、研究方法について詳述したが、次の
項では、本調査研究の成果について、まずは、
ELF の既存研究の検討・論評によって洗い出
された研究分野の空白(a research gap)を明
確にした上で、会話データの分析調査によっ
て明らかになった点について報告する。 
 
４．研究成果 
 ELF 研究は、ヨーロッパやアジアにおける
ビジネスや高等教育の現場での実際のコミ
ュニケーションの収録・分析により、その実
態把握が行われてきた。その結果、ELF 使用
者は、言語・文化的背景を異にする者同士だ
からこそ、相互理解を当然のこととせず、多
様な言語的手段をコミュニケーション方略
(strategy)として巧みに使用して、相互理解、
及び人間関係の維持・構築を成功裏に達成し
ている、その過程が明らかになってきた
(e.g., Cogo & Dewey, 2012; Firth, 1996; 
House, 1999; Mauranen, 2006)。これらの調
査結果を受け、ELF のコミュニケーションは
「合意志向的、協力的、かつ相互支援的であ
る」(Seidlhofer, 2001, p. 143)としばしば
言われるが、常にそのような傾向を示す訳で
はない。他言語でのコミュニケーション同様、
ELF のコミュニケーションでも言語使用は状
況に応じて適宜調整され、時には、コミュニ
ケーション上の目的達成の為に、競争的な態
度が示されることが報告されている(e.g., 
Knapp, 2002)。 
 既存研究の調査結果を、「コミュニケーシ
ョン方略」という視点からまとめると図１の
ようになる。 

 図が示すように、ELF で使用されているコ
ミュニケーション方略は、便宜上、A.コミュ
ニケーション上の問題に対処するための方
略(strategy for coping with communication 
problems)、B.意味創出を支援するための方
略 (strategy for supporting 
meaning-making)、そして C.コミュニケーシ
ョンを促進するための方略(strategy for 
facilitating communication)の３つに分け
ることができる。Aの方略は、(1)意味理解の
阻害にならない場合は「非標準的」な言語使



用を大目に見る方略(let-it-pass strategy)、
(2)意味交渉のための方略(strategy for 
negotiating meaning)から成り、後者は更に、
(a)コミュニケーション上の問題が実際に起
きたことを示し、それを解決する方略
(signaling and resolving strategy)と(b)
コミュニケーション上の問題を事前に防ぐ
ための方略(preventing strategy)から成る。
(a)の方略には、問題解明のための質問や発
音の調整、繰り返しや言い換え等の言語的手
段が含まれ、(b)には、確認のための質問や
対話者の発話の補完、発話の自己修正や言い
換え等が含まれる。一方、B の方略は、主に
聞き手として話し手を支援するための方略
であり、相づちや短い返答、対話者の発話の
繰り返しや言い換え等の言語的手段が含ま
れる。また、Cの方略は、(1)文化的混種性や
創造性を示すための方略(strategy for 
signaling cultural hybridity and 
creativity)と(2)自らの立場を交渉するた
め の 方 略 (strategy for negotiating 
stances)の 2つから成り、前者の言語的手段
としては、コード切り替えや「非標準的」語
法の創造的使用等、後者としては、対話者へ
非協力的な態度や非同意を示す言語行動等
が含まれる。 
 ELF の既存研究の検討・論評により明らか
になったのは、ELF のコミュニケーションの
合意志向的、協力的、そして相互支援的側面
を強調する調査結果が多い一方、その競争的
側面、つまり、自らの立場を交渉するための
方略(図１の C2)についてはまだあまり多く
のことが分かっていないという点である。し
かし、予め決められた特定の現象を観察する
ことを目的としないという会話分析的手法
に 則 っ て (unmotivated looking; Sacks, 
1984)本研究データを概観すると、会話参加
者らは、相互作用において、時折、互いに競
争的な態度を示すことがあり、これは特に、
会話データ中に自然発生した３種類のフェ
イスを脅かす恐れのある言語行為(FTAs)、す
なわち、(1)対話者の発言と重複しつつ相手
から発言権を取る発話の重なり、(2)非同意
を示す行為、そして(3)第三者に対しての不
平不満を述べるやり取り、に観察された。よ
って、本研究では、この３つの現象に焦点を
当て、研究分野の空白である ELF のコミュニ
ケーションにおける競争的側面、すなわち、
ELF 使用者が自らの立場を交渉する過程を精
査することとした。以下に３種類の FTAs ご
とに分析結果を報告し、最後に本研究の教育
的示唆、及び今後の展望・課題を提示する。 
 
(1)対話者の発言と重複しつつ相手から発言
権を取る発話の重なりの分析結果 
 本会話データ中に発生した発話の重なり
(overlapping)のうち、その時点の話し手よ
り会話の発言権を取る発話の重なりとそれ
に失敗したものを分析調査した。この 2種類
の発話の重なりを、更に疑問文と平叙文の形

式を取るものに分け、会話分析的手法及びコ
ミュニケーション理論に基づく視座から、こ
れら発話の重なりの相互作用の中での発生
場所とその機能について検討した。その結果、
発話の重なりが発生した際、会話者らは潜在
的FTAである発話の重なりが侵害行為になら
ないよう、互いに調整し合って発言権を交渉
していることが判明した。 
 例えば、発言権を取ることに成功した発話
の重なりは、話者交替の起こり得る話者交替
適切場所において、その時点の話し手が繰り
返しを多く用いている際に発生しているこ
とが明らかになった。次の話者が、発話の重
なりによって会話を前に進めたり相互理解
を深めたりする一方、その時点の話し手は、
発話の重なりを侵害行為として扱うことな
く、発言権を次第に相手に譲渡することで、
会話を相互作用的に円滑に進めていること
が判明した。 
 また、発言権を取ることに失敗した発話の
重なりは、話者交替適切場所において、その
時点の話し手が自分の発話に新たな情報を
追加している際にも発生していることが分
かった。しかし、その場合も次の話者は、素
早く聞き手に回ったり、適宜自分が言おうと
した発話内容を修復したりすることで会話
の話題の進展に巧みに貢献していることが
明らかになった。 
 これらの分析結果は、相互作用の中の競争
的な瞬間においても、ELF 使用者である会話
者らが、相互理解と人間関係維持の為に、互
いに発言権の交渉を上手く融通し合って会
話を円滑に進めていることを示している。 
 
(2）対話者に非同意を示す行為の分析結果 
 本会話データ中に発生した話者が対話者
に対して非賛同を示す行為について、会話分
析的手法、及びコミュニケーション理論の視
点を用いて分析調査した。その結果、会話者
らは、非同意を示すための方略をコミュニケ
ーション上の目的に合わせて巧みに調節し
ていることが明らかになった。 
 例えば、非同意を示すこと自体が構造的に
は優先されない場合であっても(Pomerantz, 
1984)、対話者の発話に対して異なる情報を
提供する場合は、相手に自分が正しいと思う
情報を示すコミュニケーション上の目的を
優先し、緩和表現を用いることなく直接的か
つ明確に非同意を示すことが分かった。これ
は、話者がグライスの協調の原理の質の公理
(Grice, 1975)に基づき、相互理解を達成す
るために真実を伝えることを優先し、積極的
に会話に貢献していることを示している。 
 一方、対話者の評価とは異なる意見を伝え
る場合は、非同意の優先構造に沿って、遅れ
や緩和表現を伴って非同意が示され、対話者
の自己卑下的発話に対して肯定的な意見を
伝える場合は、それらを伴うことなく即座に
反対の意が示されることも明らかになった。
これは、話者が非同意というフェイスを脅か



す恐れのある言語行為の度合いを和らげる
ことによって、相互作用における人間関係の
維持を確実にしていることを示している。 
 このように、ELF 使用者は、相互作用の中
の非同意を示すようなフェイスを脅かす恐
れのある言語行為時において、相互理解と人
間関係の維持のために、適宜、その方略の使
用を巧みに調節していることが判明した。 
 
(3）対話者以外の第三者に対しての不平不満
を述べるやり取りの分析結果 
 本会話データ中に発生した対話者ではな
い第三者に対しての不平不満を述べるやり
取りを分析調査した。分析には、コミュニケ
ーション理論からの視座と会話分析の単一
事例分析の手法を用い、この種のやり取りに
おいて、どのような言語・非言語的手段がど
のような機能を果たしているかについて精
査した。その結果、会話者らは、自らが参加
する会話の文脈に適切となるよう、複雑、か
つ動的にフェイスの交渉をしていることが
明らかになった。 
 例えば、第三者に対しての不平不満は、通
常、長いやり取りに発展することが多いが、
その場合、参加者らは不平不満の妥当性を段
階的に交渉している。不平不満に賛同しない
参加者は、その妥当性を評価する為に必要な
更なる情報を質問で引き出すことにより会
話に参加し、対話者と第三者のフェイスを侵
害することを防いでいる。一方、不平不満を
言い出した者やそれに賛同する者は、“oh” 
等の反応叫び(response cry; Goffman, 1981)
や直接・間接話法(Holt & Clift, 2007)等の
言語的手段、トーンの変化(Günthner, 1997)
やジェスチャー(McNeill, 1992)等の非言語
的手段を活用し、共に協力し合って不平不満
の深刻さを訴えている。このことにより両者
は、不平不満を正当化するだけでなく、自ら
のフェイスを守り、かつ両者間の親密さを強
固にしている。 
 これらの調査結果は、ELF 使用者である会
話者らが、自らが参加する会話の文脈に適切
に様々な言語・非言語的手段を調整すること
に長けており、そのことにより相互作用にお
ける人間関係の維持を巧みに達成している
ことを示している。 
 
(4)結論：教育的示唆、今後の展望・課題 
 以上、本研究は、既存研究では十分に解明
されていなかったELFのコミュニケーション
の競争的側面について、その詳細な達成過程
を解明することに成功した。会話データ中に
おいて、ELF 使用者である会話者らは、自分
の第一言語で話していないにも関わらず、本
来なら対話者のフェイスを脅かす恐れのあ
る言語行為時においても、様々な言語・非言
語的手段を巧みに使用して効果的にコミュ
ニケーションを成し遂げている。これは、グ
ローバル人材に求められる英語の「コミュニ
ケーション能力」がどのようなものであるか

について大きな示唆を与えるものである。つ
まり、英語のコミュニケーション能力モデル
の中核的要素は、英語母語話者のように話す
ことではなく、本研究が解明したような様々
な言語・非言語的手段をその場に適切に使用
する動的な意味・人間関係交渉能力が占める
と考えられる。 
 これらの調査結果を考慮すると、英語教育
では、単に英語母語話者の「英語」の言語的
特徴を学習者に詰め込むのではなく、学習者
らが自分の参加する会話の文脈でのコミュ
ニケーションの交渉・相互交流の必要性に応
じて、利用可能な言語・非言語的手段を最大
限に活用できる能力 (Widdowson, 1983, 
2003)を育成する必要がある。その履行のた
めには、(1)授業内外において、学習者が ELF
のコミュニケーションに参加して交渉や相
互交流の目的を達成する機会を多く設ける
と同時に、(2)ELF のコミュニケーションが
様々な言語・非言語的手段を活用して成功裏
に達成されている実態に対する教員、言語政
策者、教材作成者、及び学習者の意識を高め
ることが必要である。後者の実施には、ELF
のコミュニケーションの実例を提示した上
で、その中での相互理解と人間関係の維持・
構築のためのコミュニケーション方略の使
用を分析、検討する意識向上活動(awareness 
raising activities)を授業内活動や教員養
成課程において取り入れることができる。現
在、多くの英語教育が、いわゆる英語母語話
者の「英語」、及びそのコミュニケーション
を規範として行われ、それに伴い大部分の英
語学習者が、「ネイティブのように話せるよ
うになりたい」、「ネイティブ教師から英語を
学びたい」と、盲目的な「英語母語話者信仰」
に陥っていることを考慮すると、このような
活動がもたらす教育効果は大きい。実際、授
業でこの活動を取り入れたところ、盲目的な
「英語母語話者信仰」からの脱却、英語のコ
ミュニケーション能力に対する学生の意識
改革に成功した。今後は、授業内に ELF のコ
ミュニケーションの状況を積極的に取り入
れる環境を整え、かつ ELF のコミュニケーシ
ョンの実態把握に基づく教材を開発・活用し
て行くことにより、グローバル化に対応した
英語のコミュニケーション能力の育成を推
進していくことができると考えられる。 
 一方で、今後の研究課題もある。第一に、
本研究では 3 つの FTAs に焦点を当てたが、
ELF のコミュニケーションの実態を把握する
には更に多くの種類の言語行為を調査する
必要がある。第二に、本研究は ELF のコミュ
ニケーションのうち、友人同士の会話を分析
したが、不均等な力関係の者同士の会話
（例：ビジネスコミュニケーション等）につ
いても今後は調査する必要がある。第三に、
人間関係維持の交渉過程について、本研究で
はフェイスの交渉について詳細に分析した
が、もう一つの要素であるアイデンティティ
の交渉については、その調査を見送った。こ



の点については、今後、会話分析的手法と民
俗学的手法である回顧インタビュー等の技
法も用いて調査する必要がある。 
 以上のような課題が確認されたが、本研究
では、会話分析、協調の原理、ポライトネス
理論等の語用論の中心をなすコミュニケー
ション理論をELFのコミュニケーションとい
う現在益々増加傾向にある国際的コミュニ
ケーションの分析に応用し、更に、非言語的
手段もその分析に組み入れることで、相互作
用の過程を包括的かつ詳細に記述すること
により、会話参加者らがこれらを駆使して
FTA になりかねない言語行為をいかに効果的
に達成しているかの過程を解明することに
成功した。また、ELF のコミュニケーション
の実態把握に基づき、グローバル人材に求め
られる英語の「コミュニケーション能力」に
ついて検討し、今後の英語教育で取り入れる
べき具体的な方法を提案した。 
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